
 

  日医発第 390 号（医経）（情シ） 
令和 8 年 5 月 25 日 

都道府県医師会 
担当理事 殿 

公益社団法人 日本医師会   
常任理事 長島 公之 
常任理事 宮川 政昭   

（公印省略） 
 

経済産業省 デジタル化・AI 導入補助金 2026 について（情報提供） 
 

医療 DX に関するシステムの導入等で活用できる補助金に関しては、令和 7 年 10
月 21 日付文書（日医発第 1203 号）等でお知らせしているところです。 

このたび、経済産業省のデジタル化・AI 導入補助金（旧称 IT 導入補助金）につ
いてご案内いたします。 

本補助金は、中小企業等が生産性向上に資する IT ツール（ソフトウェア、サービ
ス）等を導入するための費用を支援するもので、医療機関においては、常時使用する
従業員数が 300 人以下の医療法人及び 100 人以下の個人開業医が対象となります。 

本事業の公募においては、複数回の締切が設けられ、審査の上、採択された事業者
に交付決定が行われます。 

詳細については、添付資料及び下記 Web サイトをご覧ください。  
つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただくと共に、貴会

管下の関係医療機関等への周知等についてご高配賜りますようお願い申し上げます。 
なお、本補助金についての公募要領、事業スケジュール、交付申請マニュアル等は

下記 URＬに掲載されています。 
 
（デジタル化・AI 導入補助金 2026） 

https://it-shien.smrj.go.jp/ 
 
また本補助金についてのお問い合わせは、下記コールセンターまでお願いします。 

デジタル化・AI 導入補助金 2026 事務局 0570-666-376 
（IP 電話からのお問い合わせ 050-3133-3272） 

受付時間 9 時 30 分〜17 時 30 分（土曜・日曜・祝日、および年末年始を除く） 
以 上 

 

事務局長会計理事庶務理事副 会 長会 長

受 付担 当課 長 課長代理次 長 係 長R8.5.25
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https://it-shien.smrj.go.jp/


 

【添付資料】 
・デジタル化・AI 導入補助金 2026 案内チラシ 
・デジタル化・AI 導入補助金 2026 概要資料 



チラシのダウンロードはこちら↑

生産性向上を目指す皆様へ

「デジタル化・AI導入補助金」で
ITツール・AI導入による生産性向上を支援︕

※詳細は裏面をご確認ください。

  AI等を用いた業務の効率化やDXの推進、セキュリティ
 対策に向けた、ITツール等の導入費用を支援︕

  インボイス対応に活用可能︕安価なITツールの導入にも
活用可能で、小規模事業者は最大4/5補助︕

  補助額は最大450万円/者、補助率は1/2〜4/5︕
通常枠

インボイス枠 インボイス対応類型

複数者連携デジタル化・AI導入枠

セキュリティ対策推進枠

・生産性の向上に資するITツール（ソフトウェア、サービス）の導入費用を支援します。
・クラウド利用料を最大2年分補助し、保守運用等の導入関連費用も支援します。

・令和5年10月1日に開始されたインボイス制度への対応に特化した支援枠で、会計・受
発注・決済ソフトに加え、PC・タブレット・レジ・券売機等のハードウェア導入費用も支援
します。
・小規模事業者は最大4/5補助し、補助下限は無く、安価なITツール導入も支援します。

・10者以上の中小企業・小規模事業者等が連携した、インボイス制度への対応や
キャッシュレス決済を導入する取組等を支援します。導入や活用に向けた事務費・専門家
経費も補助対象です。

・独立行政法人 情報処理推進機構（IPA）が公表する「サイバーセキュリティお助け隊
サービスリスト」に掲載されているセキュリティサービスの利用料を支援します。

令和8年3月
時点版

インボイス枠 電子取引類型
・取引関係における発注者(大企業を含む)が費用を負担してインボイス対応済の受発注
ソフトを導入し、受注者である中小企業・小規模事業者等が無償で利用できるケースを
支援します。



勤怠労務管理ツール

＜今後のスケジュール＞ 中小企業デジタル化・AI導入支援事業
事務局ポータルサイト

＜活用イメージ・補助率等＞

＜補助金の活用例＞

枠/
類型 通常枠 複数者連携デジタル化・AI導入枠

インボイス枠
セキュリティ
対策推進枠インボイス対応類型 電子取引

類型

活用
ｲﾒｰｼﾞ

AI等を用いたIT
ツールを導入し、
生産性を向上

商店街など、複数の中小企業
・小規模事業者で連携して

ITツール等を導入
ITツール等を導入して
インボイス制度に対応

発注者主導で
取引先の
インボイス
対応を促す

サイバー
セキュリティ

対策
を進める

補助
対象
経費

ハードウェア購入費

クラウド
利用料

(最大2年分)

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ
お助け隊

ｻｰﾋﾞｽ利用料
(最大2年分)

(※1)

補助額

・ITツールの
プロセス数が
1〜３つまで︓
5万円〜150万円

・4つ以上︓
150万円
〜450万円

(a)インボイス枠対象経費︓
同右

(b)消費動向等分析経費︓
50万円×グループ構成員数

(a)+(b)合わせて3,000万円
まで

(c)事務費・専門家経費︓
200万円

ITツール︓
１機能︓
〜50万円

２機能以上︓
〜350万円

PC・タブレット等︓  
〜10万円

レジ・券売機等︓
〜20万円

〜350万円 5万円
〜150万円

補助率
中小企業︓１/２
最低賃金近傍の
事業者(※2):2/3

(a)インボイス枠対象経費︓
同右

(b)・(c)︓2/3

〜50万円以下︓3/4
(小規模事業者︓
 4/5)
50万円〜350万円︓
2/3

ハードウェア購入費︓
1/2

大企業︓
1/2

中小企業︓ 
 2/3

中小企業︓
1/2

小規模事業者:
2/3

ソフトウェア購入費、クラウド利用料（最大2年分）、
導入関連費（保守サポートやマニュアル作成等の費用

に加えて、IT活用の定着を促す導入後の”活用支援”も対象）

(※1) (独)情報処理推進機構（IPA）「ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨお助け隊ｻｰﾋﾞｽﾘｽﾄ」に掲載されたサービス。
(※2) 令和6年10月から令和7年9月の間で、「当該期間における地域別最低賃金以上〜令和7年度改定の地域別最低

賃金未満」で雇用している従業員が全従業員の30％以上である月が３か月以上あることを示した事業者。

応募方法等の詳細は
こちらからご確認ください

・通常枠、インボイス枠（インボイス対応類型、
電子取引類型）、 セキュリティ対策推進枠

第１次申請締切日 ５月 １２日
第２次申請締切日 ６月 １５日
第３次申請締切日 ７月 ２１日
第４次申請締切日 ８月 ２５日

・複数者連携デジタル化・AI導入枠
第１次申請締切日 ６月 １５日
第２次申請締切日 ８月 ２５日

クラウド会計システム
・タイムカードによる勤怠管理のため、オ
フィスに出社してからの現場移動、帰社し
てからの退勤が必要だった

課
題

変
化

・導入により出先からの打刻が可能に
・残業時間が3割削減
・人事担当の作業効率も大幅アップ︕

課
題

変
化

・仕訳や請求管理などの負担が大きい
・給与計算と勤怠管理が独立しており、
給与振込までのスケジュールが厳しい
・AIによる自動仕訳により経理処理の大幅
な効率化を実現
・給与計算業務に要する人員、作業時間
ともに大幅削減︕



中小企業デジタル化・AI導入支援事業
『デジタル化・AI導入補助金2026』の概要

令和８年４月

中小企業庁
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「デジタル化・AI導入補助金2026」の概要（令和7年度補正）
• 中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、デジタル化やＤＸ等に向けた
AIを含むITツール（ソフトウェア、サービス等）の導入を支援する補助金。

• 令和7年度補正予算事業から、「デジタル化・AI導入補助金（旧︓IT導入補助金）」と名称
を変更。

インボイス枠

補助上限

補助率

対象経費

活用
イメージ

通常枠 複数者連携
デジタル化・AI導入枠 電子取引類型

商店街など、複数の中小・
小規模事業者で連携して

ITツール等を導入

(a)インボイス枠対象経費︓
同右

(b)消費動向等分析経費︓
 50万円×グループ構成員数

(a)+(b）
合わせて3,000万円まで

(c)事務費・専門家費︓200万円

セキュリティ
対策推進枠

ITツールを導入して、
業務効率化やDXを推進

ITツール等を導入して、
インボイス制度に対応

発注者主導でIT
ツールを受注者に共
有し、取引先のイン
ボイス対応を促す

サイバーセキュリ
ティ対策を進める

ITツール︓
１機能︓〜50万円
２機能以上︓〜350万

円
PC・タブレット等︓
〜10万円

レジ・券売機等︓
〜20万円

〜350万円 5万円〜150万円

(a)インボイス枠対象経費︓同右

(b)・(c)︓2/3

〜50万円以下︓3/4
(小規模事業者︓4/5)
50万円〜350万円︓2/3
ハードウェア購入費︓1/2

クラウド利用料
（最大2年分）

サイバーセキュリ
ティお助け隊サー
ビス利用料
（最大2年分）

中小企業︓2/3

大企業︓1/2

中小企業︓1/2
中小企業︓1/2

小規模事業者︓2/3

ITツールのプロセス数が
1〜３つまで︓
5万円〜150万円

4つ以上︓
150万円〜450万円

ソフトウェア購入費、クラウド利用料（最大2年分）、
導入関連費（保守運用やマニュアル作成等のサポート費用と、

IT活用の定着を促す導入後の”活用支援”）も対象
ハードウェア購入費

インボイス対応類型

単独申請可能なツールの拡大

最低賃金近傍の事業者︓2/3
(令和6年10月から令和7年9月の間で、
「当該期間における地域別最低賃金以上
〜令和7年度改定の地域別最低賃金未
満」で雇用している従業員が全従業員
30％以上である月が3か月以上であること
を示した事業者。）
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（参考）補助の対象となる中小企業・小規模事業者等
※インボイス枠電子取引類型では、大企業も補助対象事業者に含む。

業種分類 要件

①製造業、建設業、運輸業 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人事業主

②卸売業 資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人事業主

③サービス業
（ソフトウェア業又は情報処理サービス業、
旅館業を除く）

資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人事業主

④小売業 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が５０人以下の会社及び個人事業主

⑤ゴム製品製造業
（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ
製造業並びに工業用ベルト製造業を除く）

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が９００人以下の会社及び個人事業主

⑥ソフトウェア業又は情報処理サービス業 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人事業主

⑦旅館業 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が２００人以下の会社及び個人事業主

⑧その他の業種（上記以外） 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人事業主

⑨医療法人、社会福祉法人 常時使用する従業員の数が３００人以下の者

➉学校法人 常時使用する従業員の数が３００人以下の者

⑪商工会・都道府県商工会連合会及び
商工会議所 常時使用する従業員の数が１００人以下の者

⑫中小企業支援法第２条第１項第４号
に規定される中小企業団体 上記①〜⑧の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の従業員規模以下の者

⑬特別の法律によって設立された組合又は
その連合会 上記①〜⑧の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の従業員規模以下の者

⑭財団法人（一般・公益）、社団法人
（一般・公益） 上記①〜⑧の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の従業員規模以下の者

⑮特定非営利活動法人 上記①〜⑧の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の従業員規模以下の者
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補助スキーム
• 補助金申請者は、事務局に登録された「IT導入支援事業者」（ITツールを提供するベン

ダー）からのサポートを受けて申請する。

デジタル化・AI導入
支援事業事務局

• 制度の構築、申請内容の確認、
審査、検査を行う

＜共同事業体＞

IT導入支援事業者
（ITベンダー・サービス事業者等）

• 事務局にIT導入支援事業者登録申請・ITツール
登録申請を行う

• 申請者／補助事業者に対してITツールを販売し、
導入・活用のサポートを行う

審査・登録及び
各種指導

審査・補助金交付

交付申請

・補助金申請の相談
・ITツールの購入
・補助事業支援要請
・アフターサポート要請

・補助金申請サポート
・ITツールの販売
・補助事業支援
・アフターサポート

IT導入支援事業者登録申請
ITツール登録申請

補助金申請者・補助事業者
(中小企業・小規模事業者等※)

• 補助金申請・審査・採択・交付決定を経て、
ITツールの契約・購入を行い、補助金を受け取る

※インボイス枠電子取引類型では、大企業も含む。



ITツールのプロセス数が１〜３つまで︓補助額5万円〜150万円未満（補助率１／２以内）
ITツールのプロセス数が４つ以上︓補助額150万円〜450万円以下（補助率１／２以内）
※令和6年10月から令和7年9月の間で、「当該期間における地域別最低賃金以上〜令和7年度改定の地域別最低賃金未満」
で雇用している従業員が全従業員の30％以上である月が３か月以上あることを示した場合は、補助率２／３以内。

※ITツールのプロセス数が４つ以上の場合は、事業計画期間において、１人当たり給与支給総額を年平均成長率３％（日本銀行が定める
 「物価安定の目標」＋１％）以上増加させ、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋30円以上の水準にする賃金引上げ計画を策定し、
 従業員に表明していることが必要。 4

通常枠の概要
● 中小企業・小規模事業者等が、働き方改革、被用者保険の適用拡大、賃上げ、インボイスの導入等に対応す

るため、生産性の向上に資するITツール（ソフトウェア、サービス等）の導入費用を支援する。

● 中小企業・小規模事業者等
２．補助事業者

３．補助対象経費

４．補助額・補助率

⚫ ソフトウェア︓
  ソフトウェア購入費、クラウド利用料（最大2年分）
⚫ 導入関連費（オプション）︓
機能拡張やデータ連携ツールの導入、
セキュリティ対策実施に係る費用

⚫ 導入関連費（役務の提供）︓
導入・活用コンサルティング、導入設定・マニュアル作成・導入 研修、保守サポートに係る費用

１．概要
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複数者連携デジタル化・AI導入枠の概要

（１）基盤導入経費
⚫ ITツール︓会計ソフト、受発注ソフト、決済ソフトに限る 【クラウド利用料は最大２年分】
⚫ ハードウェア︓PC・タブレット、レジ・券売機等

（２）消費動向等分析経費
⚫ ITツール︓消費動向分析システム、経営分析システム、需要予測システム、電子地域通貨システム、

キャッシュレスシステム、生体認証決済システム 等 【クラウド利用料は１年分】
⚫ ハードウェア︓AIカメラ、ビーコン、デジタルサイネージ 等

（３）参画事業者のとりまとめに係る事務費、専門家費

● 複数の中小・小規模事業者が連携してＩＴツール及びハードウェアを導入することにより、地域DXの実現や、生産性の向上を
図る取組に対して、複数者へのＩＴツールの導入等を支援する。

※事業に参加する中小企業・小規模事業者等は「10者以上」であること等を要件とする。
● 商工団体等（例）商店街振興組合、商工会議所、商工会、事業協同組合 等
● 当該地域のまちづくり、商業活性化、観光振興等の担い手として事業に取り組むことができる中小企業者又は団体
（例）まちづくり会社、観光地域づくり法人（DMO） 等

● 複数の中小企業・小規模事業者等により形成されるコンソーシアム

⚫ 補助率
（１）基盤導入経費︓1/2〜3/4、4/5（インボイス枠インボイス対応類型と同様）
（２）消費動向等分析経費︓2/3以内
（３）事務費、専門家費︓2/3以内
⚫ 補助上限額︓（１）と（２）をあわせて3,000万円、（３）は200万円

１．概要

２．補助事業者

３．補助対象経費

４．補助率・補助上限額
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ITツール︓補助額50万円以下の部分は（補助率３／４以内、小規模事業者は４／５以内）、
 補助額50万円超〜350万円の部分は（補助率２／３以内）

⇒導入するITツールが「会計」・「受発注」・「決済」の機能を２機能以上有する場合は、補助額350万円以下の申請が可能。
（1機能の場合は、補助額50万円以下の申請が可能。）
PC・タブレット等︓補助額10万円まで（補助率１／２以内）、レジ・券売機等︓補助額20万円まで（補助率１／２以内）

インボイス枠（インボイス対応類型）の概要
● 中小企業・小規模事業者等に、インボイス制度に対応したITツールの導入を強力に推進するため、会計ソフト・

受発注ソフト・決済ソフトの導入費用に加え、PC・タブレット、レジ・券売機等の導入費用を支援する。

● 中小企業・小規模事業者等

１．概要

２．補助事業者

３．補助対象経費

４．補助額・補助率

⚫ ソフトウェア、オプション、役務︓
ソフトウェア購入費、クラウド利用料(最大2年分)、
オプション(セキュリティソフト等)、役務費(導入支援費、保守費等)
※インボイス制度に対応し、「会計」・「受発注」・「決済」の機能を
   有するものに限る。

⚫ ハードウェア︓
ソフトウェア・クラウドサービスの使用に資する機器(PC・タブレット、
レジ・券売機等)の購入費用、設置費用 0

100

200

300

400

0 200 400 600

350

50 3/4補助
小規模事業者
は4/5補助

2/3
補助

補助率：2/3〜3/4、4/5補助
補助上限：最大350万円補助金額

（万円）

【図︓ITツールの補助率・補助上限額の関係】

66.7
62.5

516.7
512.5

対象経費
（万円）
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インボイス枠（電子取引類型）の概要

● 取引関係における発注者が、インボイス制度対応の
ITツール（受発注ソフト）を導入し、当該取引関係
における受注者である中小企業・小規模事業者等に
対して無償でアカウントを供与して利用させる場合に、
その導入費用を支援する。

● 中小企業・小規模事業者等に限らず大企業も可

１．概要

２．補助事業者

３．補助対象経費

４．補助額・補助率

● ITツールの導入費用（クラウド利用料最大２年分）

【図︓補助額算出のイメージ】

● 補助額  350万円以下
● 補助率 中小企業・小規模事業者等が申請する場合:2/3以内

大企業等が申請する場合:1/2以内

ＩＴ導入支援事業者

申請者/補助事業者
（ＩＴツールの費用負担者）

取引先
(中小企業)

取引先
(中小企業)

取引先
(中小企業)

取引先
(中小企業)

取引先
(大企業)

・受注側アカウント総数は5つで契約し、
うち4つを中小企業に対して振出。

・補助対象経費︓300万円 x 4/5 = 240万円

・補助額︓

中小企業・小規模事業者等が申請者/補助事業者である場合

240万円 x 2/3以内 = 160万円以内

大企業等が申請者/補助事業者である場合

240万円 x 1/2以内 = 120万円以内

・ＩＴツールを2年間の利用料300万円
で導入。



� 補助額  5万円〜150万円以下
⚫ 補助率 中小企業が申請する場合: 1/2以内

小規模事業者が申請する場合︓2/3以内 8

セキュリティ対策推進枠の概要

● 中小企業・小規模事業者等において、サイバーインシデントを原因とした事業継続が困難となる等の生産性向上を
阻害するリスクを低減するとともに、供給制約やそれに起因する価格高騰の潜在的リスクを低減するための支援を行
う。

● 具体的には、「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」に掲載されているサービスのうち、IT導入支援事業者が
提供し、かつ事務局に事前登録されたサービスを導入する際、サービス利用料（最大2年分）を支援する。

● 中小企業・小規模事業者等

１．概要

２．補助事業者

３．補助対象経費

４．補助額・補助率

● ITツールの導入費用（サービス利用料の最大2年分）

＜留意点＞
本事業において補助の対象となるITツールは、独立行政法人情報処理推進機構(IPA)が公表する「サイバーセキュリティお助け隊
サービスリスト」に掲載されているサービスのうち、本事業においてIT導入支援事業者が提供し、かつ事務局に事前登録されたサービ
スを指す。
【サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト】https://www.ipa.go.jp/security/otasuketai-pr/index.html

https://www.ipa.go.jp/security/otasuketai-pr/index.html
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「IT導入補助金2024」の申請・採択結果

申請類型 申請件数（件） 採択件数（件）

通常枠 ２３，６７２ ８，９３６
インボイス対応類型 ５６，０２９ ２５，９００

電子取引類型 ０ ０
複数社連携IT導入枠 ８ ６
セキュリティ対策推進枠 ７３０ ３６０

Total ８０，４３９ ３５，２０２

「IT導入補助金2025」の申請・採択結果

申請類型 申請件数（件） 採択件数（件）

通常枠 ２５，１４０ １６，５４０
インボイス対応類型 ４６，３９４ ３３，４３８

電子取引類型 １ １
複数社連携IT導入枠 ７ ４
セキュリティ対策推進枠 ２２５ １９２

Total ７１，７６７ ５０，１７５
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「IT導入補助金2024」の採択結果
• 採択件数は50,175件。全国で幅広く利用され、業種別では、建設業、卸売業、小売業などで
多く利用されている。

※いずれも複数社連携IT導入類型の件数を除く

＜地域毎の採択件数＞ ＜業種別の採択件数＞
所在地 採択件数 所在地 採択件数 所在地 採択件数 所在地 採択件数 業種 採択数 割合(％)

北海道 1,714 東京都 8,585 滋賀県 528 香川県 397 建設業 10,613 21.2%
青森県 206 神奈川県 2,284 京都府 1,266 愛媛県 458 卸売業，小売業 8,873 17.7%
岩手県 254 新潟県 719 大阪府 5,144 高知県 205 宿泊業，飲食サービス業 4,986 9.9%
宮城県 736 富山県 442 兵庫県 1,836 福岡県 3,666 学術研究，専門・技術サービス業 4,525 9.0%
秋田県 186 石川県 564 奈良県 420 佐賀県 393 サービス業（他に分類されないもの） 4,064 8.1%
山形県 323 福井県 434 和歌山県 338 長崎県 555 製造業 3,969 7.9%
福島県 421 山梨県 289 鳥取県 153 熊本県 843 医療，福祉 3,941 7.9%
茨城県 749 長野県 654 島根県 195 大分県 589 生活関連サービス業，娯楽業 2,689 5.4%
栃木県 474 岐阜県 912 岡山県 737 宮崎県 446 不動産業，物品賃貸業 2,646 5.3%
群馬県 640 静岡県 1,212 広島県 1,327 鹿児島県 694 情報通信業 1,446 2.9%
埼玉県 1,832 愛知県 3,013 山口県 437 沖縄県 755 運輸業，郵便業 1,019 2.0%
千葉県 1,386 三重県 541 徳島県 219 総計 50,171 その他（農業、金融業等） 1,400 2.8%

＜従業員数別採択件数＞ ＜交付額規模毎の採択件数＞
補助額 採択数

100万円未満 18,417
100万円以上150万円未満 10,979
150万円以上300万円未満 7,959
300万円以上450万円未満 12,711
450万円 105

50〜100名未満 2,942
100名以上 2,277

従業員数 採択数
5名未満 20,432
5〜50名未満 24,520
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「IT導入補助金2025」の採択結果
• 採択件数は35,202件。全国で幅広く利用され、業種別では、建設業、卸売業、小売業などで
多く利用されている。

※いずれも複数社連携IT導入類型の件数を除く

＜地域毎の採択件数＞ ＜業種別の採択件数＞
所在地 採択件数 所在地 採択件数 所在地 採択件数 所在地 採択件数 業種 採択数 割合(％)

北海道 1,242 東京都 6,114 滋賀県 410 香川県 208 建設業 7,494 21.3%
青森県 131 神奈川県 1,571 京都府 919 愛媛県 222 卸売業，小売業 6,050 17.2%
岩手県 160 新潟県 545 大阪府 4,215 高知県 115 宿泊業，飲食サービス業 3,722 10.6%
宮城県 401 富山県 313 兵庫県 1,538 福岡県 2,059 学術研究，専門・技術サービス業 3,357 9.5%
秋田県 85 石川県 400 奈良県 329 佐賀県 237 サービス業（他に分類されないもの） 3,024 8.6%
山形県 184 福井県 264 和歌山県 191 長崎県 349 医療，福祉 2,634 7.5%
福島県 237 山梨県 185 鳥取県 109 熊本県 587 製造業 2,198 6.2%
茨城県 499 長野県 387 島根県 103 大分県 299 生活関連サービス業，娯楽業 2,073 5.9%
栃木県 326 岐阜県 543 岡山県 590 宮崎県 315 不動産業，物品賃貸業 1,903 5.4%
群馬県 465 静岡県 876 広島県 821 鹿児島県 382 情報通信業 1,062 3.0%
埼玉県 1,328 愛知県 2,371 山口県 257 沖縄県 766 運輸業，郵便業 637 1.8%
千葉県 1,026 三重県 378 徳島県 144 総計 35,196 その他（農業、金融業等） 1,042 3.0%

＜従業員数別採択件数＞ ＜交付額規模毎の採択件数＞
補助額 採択数

100万円未満 9,879
100万円以上150万円未満 6,471
150万円以上300万円未満 6,609
300万円以上450万円未満 12,183
450万円 54

50〜100名未満 1,387
100名以上 933

従業員数 採択数
5名未満 16,808
5〜50名未満 16,068


